
　　有形固定資産

　　特  定  資  産

　　その他の固定資産

固定資産 9,806,380,573

管 理 用 機 器 備 品

図 書

貸　借　対　照　表

令和 4 年 3 月 31 日

(単位　円)

増　　　　減前　年　度　末本　年　度　末科　　　　　　　目

資　産　の　部

9,229,511,944 576,868,629

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 金

有 価 証 券

現 金 預 金

未 収 入 金

前 払 金

短 期 貸 付 金

仮 払 金

科　　　　　　　目

資産の部合計

負　債　の　部

12,536,576,096

前　年　度　末 増　　　　減

固定負債 89,987,800 88,258,801 1,728,999

増　　　　減

退 職 給 与 引 当 金

未 払 金

前 受 金

預 り 金

流動負債 1,157,378,789 937,558,491

9,792,911,479 9,219,738,940 573,172,539

5,518,353,999 5,518,353,999 0

805,186,709

68,249,213 65,034,972 3,214,241

第 １ 号 基 本 金

162,570,359

科　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末

土 地

建 物

構 築 物

106,030,922 56,539,437

84,085,430 84,446,757 △ 361,327

3,853,621,656 3,048,434,947

106,030,822 3,118,479

0

102,912,343

294,525,000 △ 294,525,000

0 0 0

13,469,094 9,773,004 3,696,090

392,632 392,632 0

0 1,380,372 △ 1,380,372

5,076,462 0 5,076,462

8,000,000 8,000,000 0

流動資産 2,730,195,523 2,693,334,014 36,861,509

2,726,810,595 2,691,151,774 35,658,821

846,700 200,000 646,700

2,538,228 1,670,240 867,988

0 312,000 △ 312,000

0 0 0

11,922,845,958 613,730,138

89,987,800 88,258,801 1,728,999

本　年　度　末

219,820,298

124,012,715 57,581,884 66,430,831

936,043,120 794,745,390 141,297,730

97,322,954 85,231,217 12,091,737

11,582,610,926 697,735,351

負債の部合計 1,247,366,589 1,025,817,292 221,549,297

純　資　産　の　部

基本金 12,375,346,277 11,677,610,926 697,735,351

12,280,346,277

教育研究用機器備品



第 ４ 号 基 本 金

繰越収支差額 △ 1,086,136,770 △ 780,582,260 △ 305,554,510

△ 305,554,510

10,897,028,666 392,180,841

95,000,000 95,000,000 0

負債及び純資産の部合計 12,536,576,096 11,922,845,958 613,730,138

翌年度繰越収支差額

純資産の部合計 11,289,209,507

△ 1,086,136,770 △ 780,582,260



注記

1 重要な会計方針

（1） 引当金の計上基準

徴収不能引当金

　未収入金等の徴収不能に備えるため、回収可能性を個別に勘案し徴収不能見積額を計上している。

退職給与引当金

　退職金の支給に備えるため、期末要支給額89,987,800円の100％を計上している。

（2） その他の重要な会計方針

　預り金その他経過項目に係る収支の表記方法

それぞれの収入と支出を相殺して表示している。

2 重要な会計方針の変更等

3 減価償却額の累計額の合計額 円

4 徴収不能引当金の合計額 円

5 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

6 当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

7 その他の財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1) 学校法人の出資による会社に係る事項

　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の1以上である会社の状況は次の通りである。

① 名称　 株式会社ヤマザキ教育サポート

② 事業内容 ペットに関連する業務、教科書等の販売、動物病院、グルーミングサロンの運営、モデル犬集犬業務

及び学校運営支援等

③ 資本金の額 円

④ 学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

円 株

⑤ 当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

受入配当金 0 円 円

業務委託費 円

消耗品等購入等 円

⑥ 当法人は、当該会社に対して動物看護を通じて地域社会に貢献するため、土地及び施設設備を無償で提供している。

⑦ 当該会社の債務に係る保証債務

　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

（2） 　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引は

  次の通りである。

　  平成21年4月1日以降に開始したリース取引

円 円

円 円

円 円

平成29年4月3日

リース資産の種類

教育研究用機器備品

該当なし

8,000,000

2,529,368,275

1,618,480

42,326,109

1,000

46,348,039

350,942

5,000,000一般寄附金

管理用機器備品

計

9,295,950

15,357,090

24,653,040

未経過リース料期末残高

10,961,184

24,083,424

35,044,608

リース 料 総 額

100%

8,000,000



（3）  関連当事者との取引

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 理事 野生司義光及びその近親者が議決権の76.1%を保有している。

（注２） 市場価格及び一般的取引条件を基本とし、交渉により決定している。

建築、構
造、設備、
インテリ

ア、造園の
基本設計、
実地設計
及監理

議決権の
所有割合

株式会社
野生司環
境設計（注

1）

校舎増築工事の
設計及び監理料

の支払

事業上の関係

校舎増築工事の
設計及び監理

-

関係内容

取引の内容

（単位：円）

11,275,00011,275,000

取引金額 勘定科目

建物

期末残高

役員及び
その近親
者が議決
権の過半

数を所有し
ている会社

役員の兼
任等

属　　性
役員、法
人等の名

称
住所

資本金又
は出資金

事業の内
容又は職

業

16,750,000
東京都文

京区
-


